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第 1 部 
セッション「保護と遺棄の子ども史」 




















































































































































































































































リメンタ制度での年間基金額は、嫡出男子 47,040 セステルティウス[以下 S]（一人あたり
の年間支給額 192S）、同女子はおよそ 10 分の１の 4,896S（同 144S）であったが、庶出男












































































































































































【史料 10】カロリナ刑法典（1532 年）） 



















































 プロイセン刑法典（1851 年）では、尊属殺は死刑（第 179 条）、嬰児殺は５～20 年の懲
























葬に至るまで」（第５巻:1813 年）の「健康」を論じた（市野川 2006:63）。 










































アナ州、その後 34 州で断種法を導入)、ヨーロッパ初の断種法（1928 年スイス・ヴォー州）








数はおよそ 40 万人と見積もられている（男女半々）。 
 ◆ナチスの障害児安楽死計画  優生学は、遺伝性障害児の出生防止をめざすもので、安
楽死を直接肯定するものではない。しかし、優生学的断種に失敗した場合の中絶容認、障


























は議論があるが、このころから障害児の安楽死計画が始まったと考えられる。1939 年 5 月、
ブラントを中心に「遺伝性および先天性重症患児の学術的登録に関する帝国委員会」
Reichsausschuß zur wissenschaftlichen Erfassunng von erb- und anlagebindigten 




ある。報告した助産婦には２マルクの報奨金が与えられ、違反者は 150 マルクの罰金か 4
週間の投獄に処せられた（クレー1999:94-96,アダムズ 1998:121）。1939 年 7 月以降、安楽



















 ◆堕胎罪の成立 ドイツ語で「堕胎」Abtreibung という表現がはじめて登場するのは、






年、その後（妊娠末期）の堕胎には８～10 年の懲役刑を定めた（第 985～988 条）。1813




典（1871 年）に継承され、中絶は全面的に禁じられた（第 218 条）。しかし、刑罰は比較
的軽く、しばしば情状酌量により 1 年の軽懲役刑となった。 




























































































Adams,Mark B.(ed.)[1990], The wellborn science:Eugenics in Germany, France, Brazil, and Russia, 
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Ⅰ．フランス近代児童保護史の概観（19 世紀〜20 世紀半ば） 
21 
 
まず第一に、19 世紀から 20 世紀半ばまでのフランス近代児童保護史について私なりに概
観してみることにしました。言葉の問題としてことわっておきたいのは、「児童保護」とい




















































































































































 そこで私は 2004 年の論文（「フランスにおける乳幼児保護政策の展開（1874-1914 年）
−−ノール県の事例から−−」『西洋史学』第 215 号、2004 年）と 2005 年の論文（「フランス
における児童扶助行政の展開（1870-1914 年）−−ノール県の事例から−−」『史学雑誌』第 114

















































みました（「19 世紀末から 20 世紀前半のフランスにおける民間児童保護事業−−ノール県児
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国家目的のために動員された 150 万人以上の戦争障害者を含め 400 万を超えた戦争犠牲
者への援護は、1919 年 2 月 8 日の法令第 1 条に基づいて、「各ラント、自治体および民間
36 
 









ナチ党政権が 1935 年 3 月 16 日に徴兵制を再導入したあと、除隊者が増加することを見











































でに 130 名、うち 122 名に修了証が授与されている。 
 また、陸軍病院でのリハビリを兼ねた再教育も、第一次世界大戦中のものをモデルとし
て設置された。とくにフランクフルトの病院では、技術と商業のコースが設置され、1942
年 4 月から 11 月の 8 か月だけで 193 名が受講している。 





にドイツ全体で繰り返し確認されている。1943 年 3 月 18 日の帝国労働省回覧によれば、
戦争障害者には、彼が重度障害者であっても、労働の喜びを感じられるような適切な職へ
の斡旋と、それを可能とするために早期から適切な職業教育をすることが必要である旨が
































































































して皇室より下賜された 75 万円に、民間からの寄付金 75 万円を加えた 150 万円を基金と
して設立された。 






























































































































































































































































































































































2010 年度 第一回研究会 
 
日時：2010年 6月 12日（土） 午後 1時～5時 

































































































































































































































































































































2010 年度 第二回研究会 
（三時眞貴子科研主催 第二回「子どもの福祉と職業教育」研究会と合同開催） 
 
日時 2010年 9月 25日(土) 午後 1時～5時 
会場 名古屋大学 文学部 西洋史学研究室リテラボ（307） 
 
個別報告（比較教育社会史研究会秋季大会のプレ報告） 
  北村陽子（愛知工業大学） 
「第二次世界大戦期ドイツにおける戦争障害者の職業教育について」 

















































国家目的のために動員された 150 万人以上の戦争障害者を含め 400 万を超えた戦争犠牲
者への援護は、1919年 2月 8日の法令第 1条に基づいて、「各ラント、自治体および民間団









ナチ党政権が 1935 年 3 月 16 日に徴兵制を再導入したあと、除隊者が増加することを見














































































 本報告は、2010 年 10 月 31 日開催の比較教育史学会秋季大会に向けての準備報告であっ
た。そのため議論の手掛かりを出す方向で、まずはドイツの戦争障害者をめぐる支援のあ
り方を、援護法の変遷と職業教育の実際の例を紹介することを重視した。 











配が確立した 1934 年には、RVG の査定基準から精神障害の項目が取り外されている。1938
年の WFVGでは、精神障害の項目ははじめから除外されていた。 








































こうした現状認識は、筆者が 1955 年から 73 年まで日本社会事業(短期)大学に在職し、
共同研究として夜間中学生の実態調査、貧困児童や漁村の生活実態調査、養護施設児童の
高校進学状況調査などの実態調査研究を手がけ、「社会政策・社会事業における「(社会)教
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育的」問題の歴史的かつ実践的把握」につとめたとこによる。「教育と福祉の関連をめぐる
問題を、歴史的かつ実践的な現実の課題として捉える」、これが筆者の研究の立場である。 
よって「教育福祉」問題は次のように定義される。「社会福祉事業とくに児童福祉サービ
ス事業のなかに、今日なお多分に無意識のままに包摂され、未分化のままに埋没ないし放
置されている児童の学習・教育権保障上の諸問題」と。 
次に教育と福祉との関連からみた問題の整理について報告した。筆者は、教育福祉を研
究し始めた時に社会福祉と教育とくに社会教育との関連から問題の整理をおこない、大き
く 3 つにわけている。第一に、児童保護をめぐる問題、教育における国民的最低限保障を
めぐる問題、第二にセツルメントをめぐる問題、第三にコミュニティー・オーガニゼーシ
ョンをめぐる問題である。小川は、第一の教育における国民的最低限保障をめぐる問題を
調査研究を通して追究した。 
教育と福祉の関連をめぐる問題の前提となる児童の生存・生活権の保障の問題は本書の
以前にももちろん議論されてきたことであるが、小川はそれが「学校教育主義的な問題」
に矮小化されてきたと指摘する。つまり、学校教育や家庭教育さらには社会教育からさえ
も一般的に疎外されているいわゆる恵まれない子どもや青年たちを取り巻く問題、具体的
には貧困児童や施設児童などの要保護児童の諸問題など学校外における子どもの学習権保
障の問題は軽視ないし無視されてきた。そこで小川は、「子どもの権利を守るとは、学校の
内と外とを問わず、子どもの生活現実を直視し、子どもと親の具体的な諸要求をリアルに
うけとめ、その実現を保障していくこと」とする。こうした立場からみた現状の問題点は、
①教育と福祉の諸実践における実践(者)間の相互のズレ、法における児童の教育と福祉の
権利の統一的解釈の問題、幼保一元化運動など児童問題に対する諸行政の問題に整理され
る。 
次に教育と福祉の関連について報告した。小川は、教育福祉問題を「教育と福祉の「谷
間」」という。この「谷間」の基本的なとらえ方として 4つの考え方を示している。第一に、
教育と福祉の分離論である。これは「教育は教育、福祉は福祉」とし、両者の関連は問題
とされない。また、教育は学校教育に、福祉は要保護児童対策に限定される。そのため、
行政的分離論ともされる。第二に、教育と福祉の両輪論である。これは、「教育と福祉は車
の車輪の如くあるべきもの」という考え方である。教育と福祉をつなぐ車の心棒をどのよ
うにとらえるかについて多様なとらえ方が可能である点が課題として指摘される。 
第三に、教育と福祉の不離一体論・表裏一体論である。これは、教育と福祉を「“ひとつ
のもの”としてとらえる考え方」である。小川によれば、この立場は実践的な立場から主
張されており注目に値するが、その意味内容は多様である。「教育と福祉の問題を無原則的
に“ひとつのもの”としてとらえる安易な立論」から「児童の教育権と生活権との統一的
な保障を主張し、当面する教育福祉的現実を制度的とりわけ実践的に変革する必要がある」
とする立場」までが含まれる。そこで小川は、後者を構造的一元化論とし、「教育も福祉も」
の見地から既成の教育ないし福祉の概念を問い直し、「教育と福祉」観を再構成する考え方
と説明する。その際、“恵まれない児童”の現実を直視することと、彼らの「権利内容の主
要な構成要素に着目しながら、それらを概念化し、構造化して歴史的に理解していく」こ
とをその基本とする。この立場では、児童の権利内容としての教育と福祉は、①哺乳、保
護、「育成」および食物への権利、②安全と愛情に対する権利、③理解されたいという情緒
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的であると同時に知的な要求、そして④成長の要求、外界発見の要求、自己主張の要求か
ら子どもが教育と指導を受ける権利と整理される。 
小川は、構造的一元論の立場から「教育と福祉」問題を次のように構造化している。ま
ずは内容的側面からその課題を 3つに整理する。1つは貧困である。2つ目は、解放である。
女性差別、部落差別、民族的差別といった課題であり、人間の人格的な解放の問題である。
歴史的にみれば、「身分、経済、人種の不平等や差別の克服」といった貧困や解放の問題か
ら障害児の発達保障問題といった「生まれながらの能力のちがいからくる差別の克服」へ
とその問題は広がりをみせた。発達が 3つ目の課題である。 
問題克服のプロセスから 3 つの次元に問題を構造化して捉えている。次元は今まで、政
策的ないし運動的な次元の問題としてとらえられがちであった。そのほかに、社会・家族
の次元として「問題としての児童の家庭・社会的環境についての客観的分析、とりわけそ
の階層・階級的分析」の重要性を指摘している。もう一つは行政・活動の次元である。「行
政的通達や諸措置に対する実践的批判検討や実践過程そのものにおける子どもの発達や学
習に関する諸問題」がその内容とされている。 
次に教育権論としての教育福祉論について簡単にまとめる。小川は、教育権論は「教育
を受ける権利の今日的問題」に対して実践的指針となるような理論であるため、教育福祉
問題が当然にそこに含まれると考える。そこで宮原誠一、勝田守一、宗像誠也の教育理論、
戦後教育本質論の展開をまとめたうえで、亓十嵐顕の論を取り上げている。彼の問題提起
に着目することで教育権論における今日的課題としての「教育福祉」問題の位置づけを検
討している。教育をめぐる今日の問題状況から「学校から“はみだした子ども、青年たち”」
が国民的な関心事になっているが、彼らは福祉行政の対象者であっても教育行政の対象と
しては正当に位置づけられていない。小川はこれこそが問題であり、教育権論の弱点であ
るという。それは、教育そのものの教育基本法的概念が必ずしも十全には理論化されてい
ないこと、また教育権論は児童の福祉と教育の関連を部分的、分散的にしか問題としてこ
なかったことによる。 
最後に、高橋正教「教育福祉研究―これからの捉え方と課題―」(小川利夫・高橋正教編
著『教育福祉論入門』光生館)よりこれまでに展開されてきている教育福祉論の整理を紹介
した。高橋によれば、教育福祉論は 3 つに整理される。第一に、社会効用論的教育福祉論
である。この代表的論者は市川昭午である。この論では、「広義の教育サービスに含まれる
社会福祉的サービス」であり「教育の社会福祉」と、「経済福祉」とする「教育がもたらす
経済福祉的な帰結」、そして「総福祉」と呼ぶ「教育およびその結果が有する相対的福祉機
能」を教育福祉の内容ととらえている。 
第二に、学校福祉＝学校社会事業としての教育福祉論がある。この論は、教育は学校教
育に、福祉は「学校教育を正常に受けさせるための児童生徒およびその親に対する指導助
言、条件整備に関すること」に限定される。主としてアメリカやイギリスで展開されてき
たこの教育福祉論の特徴は、日本では生徒指導や進路指導の問題、就学の教育条件整備の
問題として位置づけられる点にある。 
第三に、学習権保障論としての教育福祉論がある。これが小川によって展開されてきた
ものである。「「恵まれない子どもたちの教育権保障の問題」を教育福祉問題と設定し、児
童福祉の対象となる子どもたちの教育権の問題に限定して教育福祉論を展開して」いる点
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が特徴的である。この論は、「これまで光の当たってこなかった子どもたちの教育権保障の
問題に光を当てることによって、教育権保障をすべての国民・子どもたちの人権にふさわ
しい内実を持つものへと、教育の現実そのものを変革することを提起するもの」と意義づ
けられている。 
 今回の報告では、小川による教育福祉問題探求の基本的スタンス、「教育と福祉の関連」
のとらえ方や教育福祉問題の構造、中心的に取り扱った教育福祉問題の内容や範囲といっ
た小川らによる教育福祉論の到達点について確認がなされた。 
 
